
地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する計画 

 

１ 計画の名称 

航空宇宙生産技術開発センターを核とした地域における知・人材の集積・定着 

 

２ 計画の区域 

岐阜県 

 

３ 計画の目標 

本県において、航空宇宙産業は平成 29 年の製造品出荷額で 2,678 億円となっ

ており、我が国の航空宇宙産業全体の出荷額の 14.1%を占めている。さらに平成

24 年度に対する製造品出荷額の増加率が 23.9%と右肩上がりに推移し、同産業の

事業所数と従業者数は全国 2位、製造品出荷額は 3位を占める高い集積を示す中

核産業である。また本県は、製造業が全国に比べて高い割合を占めており（事業

所数に占める製造業事業所の割合が 14.4%で全国 1 位）、今日グローバル化が進

む中、国際競争力の強化には更なる生産性向上が必要となっている。特に航空機

製造業においては、超多品種少量生産や大型部品製造などに柔軟に対応できる航

空機製造特有の生産技術が求められており、また、これらの生産技術を開発、応

用展開できる生産システムアーキテクト（加工技術や設備技術、データ処理技術、

生産管理技術などを理解するだけでなく、これを統合するスキルを身に付けた人

材）の育成が喫緊の課題となっている。 

本計画では、航空宇宙産業の地域中核産業としての発展と、同産業と多品種少

量生産という特徴を同じくする関連産業に対し、就業者の増加、特に若者雇用の

創出を図るため、岐阜大学の敷地内に整備する人材育成・研究開発拠点「航空宇

宙生産技術開発センター」（以下、「センター」と言う。）を核として、国内初

となる航空宇宙産業の生産技術に関する体系的な教育と生産技術の最先端研究

を実施するとともに、関連分野への開発技術の横展開・社会実装を促進する。 

センターにおける人材育成事業としては「航空宇宙産業生産システムアーキテ

クト人材育成事業」を展開する。同事業では、岐阜大学ならびに名古屋大学の学

生を対象として、航空機・部品の超効率的な生産工程を実現するために、個別の

技術分野や設備に特化した従来の作業技術者の代わりに、高品質で短納期、低価

格なモノづくりが実現できる生産技術に関する高い知識を持った人材、即ち切削

等の加工技術や自動化ロボット等の設備技術、IoT や AI を活用した検査技術や

生産管理技術などを理解し、これを統合するスキルを身に付けた生産システムア

ーキテクトを育成する。さらに、経営工学・生産管理工学を加えることで、幅広

い知識を身に着けた人材育成を図り、県内への就業を推進する。事業開始後 5年



目までに、生産技術の教育を受けた人材のうち、県内への就職を累計 81 名、10

年目まで 216 名とすることを目標とする。また、リカレント教育として講義を実

施するとともに、地域の他大学等の学生も受講可能とする連携授業を実施する。 

本計画では、航空宇宙産業の超多品種少量生産で熟練度を必要とする製造現場

の課題に対し、ロボット技術やデータ処理技術（深層学習等）を用いた生産技術

の研究開発を実施し、生産性の高い製造現場の開発・普及に取り組み、国際競争

力のある日本一の航空宇宙産業クラスターを形成する。 

さらに、令和 5年度よりセンターに新たな機能として「技術開発・実証ラボ」

を設置・運用することで、研究成果や開発技術の横展開・社会実装の促進、大学

の教育・研究機能の強化、生産技術に関する「知」と「人材」の集積・定着、地

域の技術力向上を目指す。 

これにより航空宇宙産業への成果普及はもとより、センターで培った研究成果

を国際的な市場の成長が著しい航空機エンジン分野に横展開するとともに工作

機械分野、治工具分野などの地域産業へ横展開することにより、地域の産業界全

体に成果波及していく。本取組を通じ、研究成果の現場導入の累計件数を令和 9

年度までに 45 件とすることを目標とする。 

 

４－１ 地域における大学振興・若者雇用創出事業の内容 

（１）若者にとって魅力があり、地域の中核的な産業の振興に資する教育研究の活

性化を図るために、大学が行う取組に関する事項 

岐阜大学では、学内に新たに整備する拠点において、高度な生産技術人材の

育成と最先端の生産技術に関する研究開発に取り組むことにより、地域の中核

産業である航空宇宙産業、ひいては製造業全体の生産性向上ならびに競争力強

化に貢献する「キラリと光る地方大学」へと改革する。 

岐阜大学では本計画による改革のみならず、他の国立大学に先駆けて名古屋

大学との間で東海国立大学機構（一法人複数大学）が発足し、本計画に基づき

整備するセンターを機構直轄の組織とするとともに、参画する教員の半数を名

古屋大学および企業出身者にすることで、機構発足に伴う経営の効率化、人的

交流による機動的な教育・研究体制の構築が可能となる。その取り組みや成果

を公表することで、国内外から人を集めネットワークを構築する。 

 

（２）地域における中核的な産業の振興及び当該産業に関する専門的な知識を有す

る人材の育成のために、大学及び事業者が協力して行う取組に関する事項 

岐阜大学内に、センターを平成 31 年 4 月に設置、令和 3 年 4 月より新棟の

本格運用を開始し、大学と構成員企業による人材育成事業及び研究開発事業の

拠点とする。 



本計画における人材育成事業としては、国内初となる「航空宇宙産業生産シ

ステムアーキテクト人材育成事業」を実施する。同事業では実務教員として、

企業技術者や企業経営者（OB を含む）を特任教授として雇用し、機械系・情報

系の学部生と大学院生に対し、従来の講義に加えて、品質工学や経営工学、生

産技術に関連する講義を実施する。また、企業技術者ならびに大学教員を講師

に招き講義を実施する。本事業には企業の若手技術者、岐阜大学生と名古屋大

学生なども参加可能とし、地域産業界のニーズに沿った人材育成を推進する。 

研究開発事業としては、「サイバー・フィジカル工場の実現を目指した研究

開発事業」を実施する。「サイバー・フィジカル工場」とは、航空機・部品生

産現場を「フィジカル空間」、得られた情報をもとに生産工程最適化のための

意思決定・制御指示を行うコンピュータ上の空間を「サイバー空間」として、

フィジカル空間におけるロボットによる自動化技術、高精度な加工・組立技術、

工場内 IoT データ収集技術、サイバー空間における人工知能を用いた意志決

定・制御指示技術などを開発・統合する航空機・部品生産の新たな工場モデル

である。これらの研究により、これまで人手に頼っていた航空機・部品の生産

工程を「サイバー・フィジカル工場」の実現によって自動化・効率化が図られ

るとともに、これらの研究開発に岐阜大学・名古屋大学と事業者が共同で取り

組むことで、地域産業への研究成果の波及とともに研究に従事する学生の教育

と地域への人材輩出を推進する。 

将来的には東海地区の航空宇宙産業クラスターにおける最先端生産技術習

得のための一大人材育成拠点として運営する。 

 

（３）地域における事業活動の活性化その他の事業者が行う若者の雇用機会の創出

に資する取組に関する事項 

事業者においては、地域の大手・中小企業がそれぞれの生産現場における具

体的な技術課題などのニーズを提供し、研究成果の評価を行う。大手企業にお

いては自社の生産技術やノウハウを活用しながら大学との共同研究を進め、有

用技術の蓄積（特許化など）を進める。また、研究によって得られた成果の製

造現場への導入に向け、試験的な現場実装や生産ラインへの適用を実施する。

開発された汎用生産技術については、構成員の金融機関が設備投資支援を行い

ながら、中小企業へ展開を図る。 

人材育成に関しては、航空宇宙産業生産システムアーキテクト人材育成事業

へ技術者の講師派遣を行い事業への協力を行うとともに、技術者のレベルアッ

プを図る。また、若者の地域就職を推進するために、本計画で輩出した学生の

積極的な採用を行う。 

 



４－２ 地域における大学振興・若者雇用創出事業に関する地方公共団体、大学、

事業者その他の関係者相互間の連携及び協力に関する事項 

本計画には、地方公共団体として岐阜県、各務原市、産業支援機関として（公

財）岐阜県産業経済振興センター、教育機関として岐阜大学、名古屋大学、岐阜

工業高等専門学校、事業者として川崎重工業（株）、ナブテスコ（株）をはじめ

とする地元航空宇宙関連企業・団体、(一社)中部地域 SIer 連携会や工作機械・

治工具関連企業、金融機関として（株）大垣共立銀行、（株）十六銀行が参画し、

産学金官連携により推進する。 

岐阜県は航空宇宙生産技術人材育成・研究開発プロジェクト推進会議を運営し、

構成員の連絡調整、各事業の進捗管理を行うとともに、各務原市、岐阜県産業経

済振興センターと共に地元航空宇宙企業における生産技術に対するニーズを把

握する。岐阜県産業経済振興センターでは、大手航空機メーカ出身のコーディネ

ータを配置し、専門的知見を生かした効果的なニーズ・シーズのマッチングを実

施する。 

岐阜大学、名古屋大学では、人材育成・研究開発拠点を整備し、主に学生を対

象とした航空宇宙産業に必要な生産システムアーキテクト人材の育成や地域の

企業技術者等のスキルアップを図るリカレント教育を実施するとともに、地域企

業と連携して研究開発に取り組む。 

また、プロジェクトの事業責任者を川崎重工業（株）航空宇宙システムカンパ

ニープレジデントが担い、全体のマネジメントを強力に推進する。地域の中小企

業は製造現場における課題提供や研究成果の現場導入・普及に協力する。 

 

４－３ その他の事業の内容 

本計画は、航空宇宙産業のグローバル化が進む中、当地域が世界に対して優位

性を向上させ、世界をリードする超効率な航空宇宙生産体制の確立を目指すもの

であることから、交付金による支援期間終了後も継続して、地域の産学金官で事

業に取り組む。 

自立後において中小企業が研究成果を活用して自動化を図る際には、金融機関

構成員は設備導入にかかる金融支援を実施する。 

また、県は学生と企業とのマッチングや企業の成果活用を普及するための支援

を行う。 

 

５ 計画期間 

交付決定の日から令和 10 年 3 月 31 日まで 

（本交付金による支援期間は交付決定の日から令和 9年 3月 31 日まで） 

 



６ 計画の目標の達成状況に係る評価に関する事項 

外部有識者で構成する検証機関「航空宇宙生産技術人材育成・研究開発プロジ

ェクト評価委員会」を設置し、毎年度 11 月頃に委員会を開催する。同委員会で

は、有識者の専門的な知見や産業界の動向・ニーズに基づき、本計画に関する前

年度の事業成果や KPI の達成状況、計画全体の効果などに関する評価を行うとと

もに、今後の取り組みに対する助言・指導を行う。 

「航空宇宙生産技術人材育成・研究開発プロジェクト推進会議」では、同委員

会の評価結果や助言・指導を踏まえ、より実効性の高い取り組みとなるよう、柔

軟に計画の見直しを行う。 

 

７ 法第11条の交付金を充てて行う事業の内容、期間及び事業費 

（１）事業の内容 

①計画推進及び推進会議等運営事業 

本計画の推進にあたり、「航空宇宙生産技術人材育成・研究開発プロジェ

クト推進会議」等を開催する。推進会議の下には事業担当者会議を設置し、

各事業の進捗を管理する。また、航空宇宙生産技術開発センターに専属の技

術コーディネータを配置し、県内企業によるセンターの活用や、研究成果の

地域への普及を図る。 

［期 間］平成 30 年 10 月～令和 5年 3月 

 

②大学改革につながるトップレベル人材招へい・環境整備事業 

フィジカル分野及びサイバー分野の最先端の知見を有するトップレベル

人材として、フィジカル分野に名古屋大学教授、慶應義塾大学教授を配置し、

先進的な機械加工技術や、サイバー・フィジカル工場の実現に向けた研究開

発を推進する。 

また、センターに企業出身のトップレベルのマネジメント人材の配置や、

魅力ある大学改革につながる生産技術アーキテクト人材を輩出するための

人材登用や環境整備を実施する。 

［期 間］平成 30 年 10 月～令和 5年 3月 

 

③航空宇宙生産技術開発センター整備運営事業 

人材育成事業及び先端的な研究開発事業を実施する拠点として「航空宇宙

生産技術開発センター」を岐阜大学の敷地内に整備し運営する。センターに

は共同研究室やセミナー室に加えて、大型機体部品の加工・組立工程へのロ

ボット導入などに関する研究・実証、航空宇宙生産技術の教育を行うための

各種設備を設置した生産技術共同実験研究室を整備する。 



［期 間］平成 30 年 10 月～令和 5年 3月 

 

④航空宇宙産業生産システムアーキテクト人材育成事業 

航空宇宙産業生産システムアーキテクト人材育成事業関連科目群を担当

する実務教員として、企業技術者や企業経営者（OB を含む）を特任教授と

して雇用し、機械系・情報系の学部生と大学院生に対し、従来の講義に加え

て、品質工学や経営工学、生産技術に関連する講義を実施する。 

また、航空宇宙関連企業の生産性向上を目的としたリカレント教育として、

地域の他大学等の学生や企業技術者を対象に、生産技術を体系立てて学ぶカ

リキュラムを実施し、個々の専門スキルを向上させるとともに、エッジコン

ピューティングやクラウドコンピューティング、ビッグデータ解析といった

第 4 次産業革命（Industry4.0）にも対応した生産技術実習教材を通じて、最

先端の航空機生産技術の基礎を習得する。 

［期 間］平成 30 年 10 月～令和 5年 3月 

 

⑤サイバー・フィジカル工場の実現を目指した研究開発事業 

航空機・部品生産の新たなモデルとなるサイバー・フィジカル工場をサプ

ライチェーン全体で実現するため、24 時間 IoT リアルタイムセンシングで得

られた工場内の情報から構築したサイバー空間において、IoT データ解析、

人工知能による学習、意思決定を行い、工場（フィジカル空間）への制御指

示の情報をリアルタイムにフィードバックするための技術を開発する。 

また、航空機・部品生産工場（フィジカル空間）において超多品種加工・

組立を実現するため、工場内のデータ、信号、音、画像などの 24 時間 IoT

リアルタイムセンシング技術、狭小空間における組立作業や精密加工・組立

作業などのロボットによる自動化技術、高精度な加工・組立技術などを開発

する。 

［期 間］平成 30 年 10 月～令和 5年 3月 

 

⑥技術開発・実証ラボ設置・運営事業 

センターにユーザ企業の現場実装に加え、メーカ等による横展開に結びつ

く実証研究機能、生産技術に関する研究員の集積と高度化を実現する機能を

有する「技術開発・実証ラボ」を新たに設置・運営する。 

地域内の大学・研究機関、企業人材の往来・循環の活性化により地域内に

高度な知・技術を集積し、継続的に人材が集積・定着する仕組みを確立する

ことで、地域における生産技術に関する知と人材の集積・定着を実現する。 

［期 間］令和 5年 4月～令和 9年 3月 



 

⑦航空宇宙生産技術の研究成果展開事業 

センターで開発した技術シーズと、航空機機体・組立分野以外の地域産業

分野（成長が著しい航空機エンジン分野、全国有数の規模で集積する産業分

野（工作機械・治具）など）におけるニーズのマッチングを行い、「技術開

発・実証ラボ」による共同研究により、技術の実証研究を推進する。さらに、

他分野展開に向けて、既存の技術シーズを活用し、それぞれの分野特性に合

わせた新たな技術開発を推進する。 

大学とユーザ企業に加え、メーカ等を含んだ共同研究体制を構築すること

により、メーカ等による横展開に結び付く研究開発を通じ、実証研究レベル

まで大学が深く関与する。 

［期 間］令和 5年 4月～令和 9年 3月 

 

⑧高度人材育成・現場実装強化事業 

企業現場を技術開発・実証ラボの付属工場とみなし、センター教員・学生・

ラボ研究員が、企業技術者と協働して、導入現場におけるきめ細やかな技術

開発を実施することにより、即戦力として企業現場で活躍できる学生を育成

する事業を実施する。 

現場での実証研究活動を通じ、センターの研究成果の地域展開を早期化・

強化するとともに、従来の大学に無い即戦力人材育成機能の強化、研究シー

ズの社会実装機能の強化を通じ、地方大学と地域産業の更なる連携強化によ

る大学改革を推進する。 

［期 間］令和 5年 4月～令和 9年 3月 

 

（２）交付対象事業費（計画） 

約３５．７億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８ 事業の実施状況に関する客観的な指標及び評価の方法 

（１）客観的な指標 

 本計画におけるKPI（必須のもの） 

 KPI 
平成29年 
【現状】 

平成30年 
【1年目】 

令和元年 
【2年目】 

令和2年 
【3年目】 

令和3年 
【4年目】 

令和4年 
【5年目】 

令和5年 
【6年目】 

令和6年 
【7年目】 

令和7年 
【8年目】 

令和8年 
【9年目】 

令和9年 
【計画終期】 

１ 航空宇宙産業・工作
機械産業・治工具産
業の製造品出荷額の
増加額(※1) 

2,678 
億円 

264 
億円 

529 
億円 

322 
億円 

▲678 
億円 

▲678 
億円 

▲428 
億円 

▲79 
億円 

269 
億円 

618 
億円 

967 
億円 

２ 航空宇宙産業・工作
機械産業・治工具産
業の雇用者数の増加
数(※1) 

8,088 
人 

200 
人 

400 
人 

▲88 
人 

▲888 
人 

▲888 
人 

▲688 
人 

▲352 
人 

▲16 
人 

319 
人 

655 
人 

３ 生産技術人材育成ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ受講生の地元
就職・起業数 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

27 
人 

54 
人 

81 
人 

108 
人 

135 
人 

162 
人 

189 
人 

216 
人 

４ 大学組織改革の実現 ＜平成 30 年度＞ 
・岐阜大学内に航空宇宙生産技術開発センターを設置 
＜令和元年度＞ 
・リカレント教育人材育成事業を開始 
＜令和 2 年度＞ 
・航空宇宙生産技術開発センター新棟整備、企業との共同研究を本格的実施 
・名古屋大学と東海国立大学機構（一法人複数大学）を開始 
＜令和 3 年度＞ 
・産業界の要請に呼応し、生産管理、工場経営を学んだ学生を輩出 
＜令和5年度＞ 
・技術開発・実証ラボの設置、実証研究の開始 
・新たな共同研究モデルの構築 
＜令和6年度＞ 
・新たな共同研究モデルの試行開始 
＜令和9年度＞ 
・全学・機構全体への機能展開 

 本計画におけるKPI（任意のもの） 

 KPI 
平成29年 
【現状】 

平成30年 
【1年目】 

令和元年 
【2年目】 

令和2年 
【3年目】 

令和3年 
【4年目】 

令和4年 
【5年目】 

令和5年 
【6年目】 

令和6年 
【7年目】 

令和7年 
【8年目】 

令和8年 
【9年目】 

令和9年 
【計画終期】 

５ 技術開発・実証ラボ
の雇用研究員数 

- - - - - - 
8 
人 

8 
人 

8 
人 

8 
人 

8 
人 

６ 他分野との共同研究
実施数 

- - - - - - 
6 
件 

6 
件 

6 
件 

6 
件 

6 
件 

７ 研究成果の現場導入
数(累計) 

3 
件 

4 
件 

5 
件 

6 
件 

7 
件 

9 
件 

12 
件 

17 
件 

25 
件 

34 
件 

45 
件 

８ 航空宇宙産業の労働
生産性の上昇率 

- 
0 
％ 

2 
％ 

4 
％ 

6 
％ 

8 
％ 

10 
％ 

12 
％ 

14 
％ 

16 
％ 

18 
％ 

９ 研究開発事業による
特許出願数(累計) 

14 
件 

16 
件 

18 
件 

22 
件 

26 
件 

30 
件 

32 
件 

34 
件 

36 
件 

38 
件 

40 
件 

10 生産技術人材育成ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ受講する高専
生・社会人技術者数
(累計) 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

0 
人 

15 
人 

30 
人 

45 
人 

60 
人 

75 
人 

90 
人 

105 
人 

（※１）社会情勢の変化に応じて航空宇宙産業の目標値を修正するとともに、

令和 5年度以降に工作機械・治工具産業の目標値を加算 



 

（２）評価の方法 

これらの指標に対し、６で示した外部有識者による「航空宇宙生産技術人材育

成・研究開発プロジェクト評価委員会」による評価を行い、推進会議では同委員

会の評価結果や助言・指導を踏まえ、より実効性の高い取り組みになるよう、柔

軟な計画の見直しを行う。 

 

９ 計画が法第５条第６項各号に掲げる基準に適合すると認められる理由 

 

法第５条第６項各号では以下のとおり定められている。 

一 基本指針に適合するものであること。 

二 当該計画の実施が当該計画の区域における若者の修学及び就業の促進

に相当程度寄与するものであると認められること。 

三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

法第５条第６項各号の一に対しては、本計画は、岐阜県内の航空宇宙産業の生

産技術に関する人材育成と研究開発に取り組み、航空機産業の地域中核産業とし

ての発展と若者の地域就業を推進するものであり、法の基本指針に適合するもの

である。 

法第５条第６項各号の二に対しては、本計画は、岐阜大学敷地内に整備するセ

ンターにおいて、当地域中核産業である航空宇宙産業の生産技術に関する人材育

成と研究開発に地域企業や金融機関、地方自治体等と一体となり推進することに

より、学生と地域企業のつながりができることや航空宇宙産業生産システムアー

キテクト人材育成事業にて、実践的な教育を実施することにより、地域産業のニ

ーズに適合した即戦力人材を輩出し、地域の若者の修学及び就職に寄与するとい

える。 

また、本県と岐阜大学は、全国初の取組みとして、県内企業の人材育成・確保、

定着を総合的に支援することを目指し、平成 27 年 9 月から「産学金官連携人材

育成・定着プロジェクト」を実施している。本プロジェクトは県内企業・金融機

関 187 社（うち航空関連は 36 社）の参画を得て、「企業と教授（研究室）の交流

会」や「企業と学生の交流会」「学生による県内企業の魅力発見事業」などに取

り組んでおり、人材育成ならびに研究開発に取り組む本計画と地域企業との交流

やマッチングを図る本プロジェクトが連携することで、一層の地域企業への就職、

東京・愛知への集中・人材流出の是正を図ることができる。 

法第５条第６項各号の三に対しては、本計画では、大手企業・中小企業などと

315 件の共同研究（平成 28 年度実績）を行うなど産学官連携に関する豊富な実

績を持つ岐阜大学が拠点を活用した航空宇宙分野の生産システムアーキテクト



の育成ならびに関連の研究開発に主体的に取り組むこと、また、当地域はもとよ

り我が国の航空宇宙産業を代表する大手企業の川崎重工業（株）やナブテスコ

（株）が研究に参画することで成果の自社の生産現場での利用に加えて地域中小

企業への普及を促進するとともに、岐阜大学が取り組む実践的な教育プログラム

への講師派遣やインターンシップの受け入れなどを行うことなどから円滑かつ

確実な計画実施が可能である。 

以上のように、これらの大学や企業の参画を得て、知事のリーダーシップのも

と強固で緊密な連携体制を構築すること、さらに事業責任者である川崎重工業

（株）航空宇宙システムカンパニープレジデントが航空機の開発・製造に関する

豊富な経験、産業界全体の動向に関する深い知見を有するだけでなく、ぎふ技術

革新センター運営協議会などを通じて地域の産学官連携活動でも優れた成果を

あげていることからも、本計画に基づく産学官連携を円滑かつ確実に実施するこ

とができる。 

 

10 その他必要な事項 

特に無し 

 


